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は じ め に

介護保険制度は、高齢者が要支援・要介護状態になっても、尊厳を

もって、自立した生活を営むことができるよう、高齢者の介護を社会

全体が支援する仕組みとして創設されたものである。

平成 12 年 4 月の介護保険制度施行から 8 年が経過し、開始当初と

比較すると、サービス利用規模は拡大し区民に定着しつつある。

しかし、現在、この制度において地域包括ケアシステム体制の構築

をはじめ、介護予防・認知症対策の充実、介護施設の整備、適切な制

度運営や、制度を支える根幹である人材の確保・育成など、多くの取

り組むべき課題が顕在化している。

介護保険運営協議会では、介護保険に関わる重要な事項を審議する

とともに、区が、これらの課題に取り組む際の方向性を示すため、平

成 19 年 11 月に練馬区長より諮問された「第 4 期練馬区介護保険事業

計画の策定に関すること」について、議論を重ねてきたところである。

本協議会は、区が今回の中間答申を活用し、充実した計画を策定する

ことを期待するものである。

なお、介護保険運営協議会においては、介護保険制度の充実に向け、

区が取り組むべき課題について、さらに議論を深める必要があると考

えている。そのため、第 4 期計画策定スケジュールにあわせ、今後、

最終的な答申を行う予定である。

平成 20 年９月

練馬区介護保険運営協議会

会 長 冷 水 豊
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[１] 第４期介護保険事業計画にて取り組むべき重点課題

練馬区における高齢者（65 歳以上）人口は、「団塊の世代」が高齢者となる、

平成 26 年には約 14 万３千人となり、総人口に占める割合(高齢化率)は 20％を超

えると見込まれている。同時に心身状態に変化が起きやすいとされる、75 歳以上

の後期高齢者の占める割合が５割に達し、要支援・要介護者数も一層の増加が予

想される。

また、ひとりぐらし高齢者・高齢者のみの世帯の割合の増加や、認知症高齢者

の増加も見込まれている。

このような中で、第４期介護保険事業計画の策定に向けて、練馬区として取り

組むべき重点課題として、下記の６テーマを設定した。

なお、「練馬区地域包括支援センター運営協議会」および「練馬区地域密着型サ

ービス運営委員会」から、テーマ１｢地域包括ケアシステム(地域包括支援センタ

ー)｣、テーマ４「介護施設の整備」について、第４期計画期間での取り組みの方

向性の検討結果がそれぞれ報告されている。

介護保険運営協議会においては、この報告の主旨を尊重し、中間答申を行なう

ものである。

テーマ

１ 地域包括ケアシステム（地域包括支援センター）

２ 介護予防重視型システム

３ 認知症高齢者ケアシステム

４ 介護施設の整備

５ 適切な介護保険制度の運営

６ 介護人材の確保・育成



[２] テーマ別の提言

区は、平成 19 年４月より地域包括支援センター本所（４箇所）のほか、支所（19

箇所）を設置し、地域包括ケアシステム体制の一層の強化を図った。

しかし、ひとりぐらし高齢者等の増加に伴い、支援を必要とする相談の急増、

支援内容の多様化、解決困難な事例の急増などが見られ、求められる役割の重要

性は増大している。また、地域包括支援センターの運営に当たっては、法定の３

職種（保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員）の人員確保が課題になってい

る。

人員確保問題の解決とともに、専門性の高い判断力と、柔軟で迅速な対応がで

きる総合的な体制が求められている。

なお、高齢者の総合相談など、地域包括支援センターの事業内容の普及につい

ては、引き続き区民に周知を図っていく必要がある。

１ 運営体制について

地域包括支援センターの運営体制については、現在の本所・支所の仕組み

を維持し、本所・支所の相互支援体制の充実を図るべきである。また、支所

の力量が充実するように本所が支援を行うなど、本所・支所の連携を強化す

ることにより、業務対応力の向上を図り、区民サービスに地域差が生じない

ように対応する必要がある。

２ 法定の 3 職種の人員確保について

(1) 本所の主任介護支援専門員については、常勤を配置し体制の充実を図るべ

きところであるが、当面、非常勤の主任介護支援専門員を各本所で採用する

など、柔軟な人員配置により、体制の整備を急ぐべきである。

(2) 支所の配置について、19 箇所の支所のうち本所管轄ごとに１箇所ずつ、他

の支所よりも人員配置を手厚くする支所を指定し、本所・支所間の連携体制

の強化を支える中核的な役割を担わせるべきである。

(3) 支所では保健師や看護師の医療職の配置が困難な状況である。区は、人員

確保のための最大限の方策を講ずるべきであるが、当面、本所と一体となっ

た職種配置基準で対応する必要がある。

テーマ１ 地域包括ケアシステム（地域包括支援センター）
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３ 支所の配置と管轄内人口の平準化について

高齢者人口の増加が予測されるため、支所の新たな増設を計画すると同時

に、管轄地域間の高齢者人口の不均衡を調整するため、区域割の変更等につ

いても検討する必要がある。

４ 区民への周知について

愛称を公募するなど、周知の方法に工夫をこらし、区報やパンフレットな

どを利用し、地域包括支援センターの普及啓発に努めるべきである。

５ その他

(1) 従事職員の人材育成を進めるために、研修等を充実させる必要がある。

(2) 相談支援体制を充実させるためには、在宅医療と在宅介護の連携が重要で

ある。特に医療依存度の高い在宅高齢者の入院先の紹介や、在宅でのケア体

制へ円滑に移行するために、退院時の医療と介護の連携が必要である。

このため、地域包括支援センターと地域の医療機関との関係をより緊密に

していくことが重要である。

(3) ひとりぐらし高齢者や要支援・要介護高齢者とりわけ認知症高齢者が暮ら

しやすい地域にするため、地域包括支援センターは、さまざまな地域資源の

ネットワーク作りに力を入れるべきである。地域の中での見守り体制の強化、

認知症高齢者や家族をサポートする仕組みづくりなど、区民・介護サービス

事業者・行政が一体となって、高齢者を支える地域づくりに取り組んでいく

ことが重要である。

(4) 区民の緊急時の相談・支援に対応できるような仕組みづくりについて、運

営時間等の拡大も含め検討すべきである。
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平成 18 年度から介護予防事業が地域支援事業として制度化された。しかし、介

護予防事業の参加率は全国的に低い傾向にあるが、練馬区でも初年度の特定高齢

者は 1,432 人で、そのうち介護予防事業の利用者は 141 名（参加率約 10％）に過

ぎなかった。平成 19 年度は基準が緩和されたため特定高齢者は 7,050 人に増加し

たものの、介護予防事業の利用者は 215 名（参加率約３％）という結果であった。

参加率の低い主な要因として、特定高齢者と判定された後、地域包括支援セン

ターで介護予防ケアプランを作成しなければ介護予防事業に参加できないなど、

手続きが煩雑であること、また、介護予防の重要性が、まだ区民に十分浸透して

いないことが考えられる。

今後の取り組みとしては、まず介護予防事業の認知度を高め、制度への理解を

深めるため、より一層の周知が求められる。

また、介護予防には特定高齢者を対象とした介護予防事業のほか，要支援１、

２の認定者を対象とする予防給付があるが、こちらも未利用者が多い状況である。

介護予防事業・予防給付いずれも実態を把握し、参加や利用のしやすい環境を整

備することが必要である。

１ 周知について

介護予防事業、予防給付の施策体系は、平成 18 年度から取り入れられた新

しい仕組みのため周知が進んでいない。そのため、参加の方法や事業内容・

効果などを、様々な手段を用いてわかりやすく説明することが必要である。

２ 開催場所について

(1) 介護予防事業を利用しやすくするため、区民が身近な場所で参加できるよ

うに会場を増やすべきである。

(2) 介護予防や健康維持を目的とした自主的団体を育成するため、会場確保等

の支援をすべきである。

３ 介護予防事業施策・予防給付の利用促進について

(1) 介護予防事業は、本人の参加意欲が重要である。このため、参加に向けた

動機付けを行い継続的な参加を促進すべきである。

また、身近な地域での体操の普及など、介護予防に役立つ事業を拡大すべ

きである。

テーマ２ 介護予防重視型システム
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(2) 介護予防事業の利用を促進するためには、参加したくなるような魅力的な

サービス内容とする工夫が必要である。

(3) 生活機能評価健康診査※受診時に、医師が特定高齢者と判定した方に対して

介護予防事業をわかりやすく説明して、参加を促すアドバイスをしたり、地

域包括支援センターは事業参加手続きにかかる本人の負担を軽減することな

ど、参加しやすい条件を整える必要がある。

(4) 心身の状況等により通所型介護予防事業に参加できない方には、訪問型介

護予防事業を紹介する必要がある。

(5) 予防給付のサービス未利用者の意向を把握し、課題の抽出が必要である。

用語解説

※「生活機能評価健康診査」

要介護認定を受けていない 65 歳以上の区民を対象に、「基本チェック

リスト」によって特定高齢者候補者を選定し、理学的検査、血圧測定、

循環器検査、貧血検査、血液化学検査を実施する。

この健康診査の結果、生活機能が低下しているおそれのある高齢者（特

定高齢者）には、医学的理由により介護予防事業参加が不適当な場合を

除き、介護予防事業への参加をすすめることになる。
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東京都の調査（平成 16 年）では、何らかの認知症の症状がある高齢者（認知症

高齢者日常生活自立支援度Ⅰ以上※１）は、高齢者人口の約１割であると報告され

ている。今後、高齢者人口の増加に伴い、認知症の症状がある高齢者の一層の増

加も見込まれる。

認知症高齢者の介護は、介護者の精神的負担が大きいため、介護者家族の適切な

支援が欠かせない。

また、認知症は早期に発見し、適切な治療と対応を行うことで重度化を予防で

きるため、医療と介護の提供体制の整備が必要である。

さらには、本人を取り巻く家族や地域住民、医療機関、介護サービス事業者、

行政機関などが連携協力して対応にあたる仕組みづくりが急務である。

１ 早期発見・早期対応の仕組みについて

(1) 区は、医師会で行っている認知症対応力向上研修を受講した医師や、認知

症専門医師などとの連携を進め、早期に適切な対応がとれる相談支援体制を

充実させる必要がある。

(2) 介護サービス事業者の職員などへの研修や認知症高齢者の家族会や地域住

民を対象にした講演会を実施するなど、認知症への理解を深める啓発的業務

を推進する必要がある。

(3) 認知症は、軽度から重度までの状態に応じた適切な対策が必要である。特

に、未受診で軽度の認知症高齢者を早期に適切な治療につなげ、重度化の予

防を推進すべきである。

２ 地域との連携について

認知症高齢者の今後の増加に対応するには、認知症の高齢者を地域で支え

る仕組みが重要である。地域包括支援センターを拠点とし、民生委員、認知

症サポーター※２、認知症高齢者の家族会、介護サービス事業者、医療機関等

の連携を強化していく必要がある。また、地域密着型サービス事業所も新た

な拠点として活用することを検討する必要がある。

３ その他

(1) 認知症高齢者やその家族が、早期発見・早期治療とともに、適切なサービ

スが利用できるよう、わかりやすいパンフレットなどの作成や、認知症サポ

テーマ３ 認知症高齢者ケアシステム
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ーター養成講座の開催などをする必要がある。

(2) 認知症が進行し、在宅生活が困難になったとしても、安心して生活できる

施設整備は今後も積極的に推進すべきである。

用語解説

※１ 「認知症高齢者日常生活自立支援度」

高齢者の認知症の程度を踏まえた日常生活における自立の程度を

９段階で表す基準。

※２ 「認知症サポーター」

認知症の方や家族が安心して日常生活を送れるための、地域での理

解者・応援者となってもらうことを目的に認知症サポーター養成講座

を修了した方。
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特別養護老人ホームの整備量については、第３期介護保険事業計画での目標

値はおおむね達成されたものの、入所を希望する待機者はいまだ 2,300 人にの

ぼる状態である。

しかし、平成 20 年度をもって東京都が定員 30 人以上の特別養護老人ホーム

の用地取得にかかる補助金を廃止することから、今後の整備の進行が遅れる可

能性が懸念される。

また、地域密着型サービスとしての小規模多機能型居宅介護拠点および認知

症高齢者グループホームについては、第３期介護保険事業計画では、日常生活

圏域※ごとのサービス利用見込み量から、圏域ごと・年度ごと・サービスの種類

ごとに目標を定め、それに基づいて整備を進めてきた。その結果、一定程度の

整備は進んだものの、サービスの種類によっては、計画通り整備することがで

きなかった。

第４期介護保険事業計画では、第３期計画での整備状況の評価等を踏まえ、

一層の整備促進のため、圏域･年度等にとらわれず、様々な要素に柔軟に対応で

きる整備計画としていく必要がある。

同時に、平成 23 年度末には介護療養型医療施設の廃止が予定され、新たな施

設入所需要への対応が求められている。

１ 施設整備の考え方について

(1) 在宅での介護が困難になったときにも安心して暮らせるよう、必要な施設

は整備するべきである。同時に、できるだけ施設に依存せず、在宅で充実し

たサービス提供が受けられる体制の整備も必要である。

(2) 区は、施設整備への補助を行っているが、今後は、更に整備促進が図れる

よう補助制度の見直するとともに、補助以外の手法も検討していくべきであ

る。

(3) 施設の建設にあたっては、地域のバランスを考慮する必要がある。

２ 地域密着型サービスについて

(1) 地域密着型サービスは、地域で高齢者をケアするために有用なサービスで

ある。施設整備を促進するためには、公有地の活用や都営住宅等の建替えの

機会を捉えて東京都へ施設建設を要望をするなど、多様な方策を検討してい

テーマ４ 介護施設の整備
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く必要がある。

(2) 地域バランスに加え、サービスの種類ごとの利用状況も考慮して、圏域・

年度にとらわれない柔軟な整備と、多様な施設サービスを進めていく必要が

ある。

３ 介護療養型医療施設廃止への対応について

介護療養型医療施設廃止に伴い、要介護者が在宅で充実した介護を受けら

れるよう支援が求められている。しかし、医療の必要度が高い患者が安心し

て療養生活を送るためには、緊急時などには介護保険施設で受け入れること

ができる体制が整備されるよう一層の支援強化が求められている。

※「日常生活圏域」

区民が日常生活を営んでいる地域として、区市町村が地理的条件、人

口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供する

施設の整備状況などを総合的に勘案して設定された範囲。練馬区では練

馬・光が丘・石神井・大泉の総合福祉事務所の管轄を圏域としている。
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高齢化の進展とともに介護保険制度の役割はさらに大きくなっていくが、要支

援・要介護認定者数の増加は介護サービス給付量を増大させ、保険料負担の上昇

につながる。介護保険制度を維持するためには、被保険者の理解が不可欠である。

このため、保険者である区の責務として、「利用者に対する適正なサービスの確保」

「不適切な給付の解消」など、制度の適切な運営が強く求められている。

区は、介護が必要な高齢者とその家族が安心してサービスを利用できるよう、

介護サービス事業者に対し、適正なサービス提供を促進するための仕組みづくり

を進めるとともに、利用者にも必要に応じ適切にサービスを利用することの重要

性への理解と、適切な制度の普及を促進するための取り組みが必要である。

また、給付等の適正化の達成のためには、事業者の制度への理解が不可欠であ

る。そのためには、事業経営者および従事者が参加しやすい仕組みを整えた上で、

区が研修会や講演会などを実施することにより制度の適正運営を促進する必要が

ある。

１ 介護給付等の適正化について

要介護認定の適正化、ケアマネジメント等の適切化、事業者のサービス提

供体制および介護報酬請求の適正化等を行うことにより、介護給付等の適正

化を推進することが必要である。

２ 事業者について

(1) 介護給付の適正化を行うことにより、利用者のサービス利用に支障が出な

いように、事業者に給付可能なサービスの範囲等についての十分な周知が必

要である。

(2) 適切な介護保険制度の運営を進めていくためにも、区は、制度の主旨を踏

まえて、事業者に対して適切な指導を行うとともに、丁寧な支援と育成のた

めの方策を積極的に進めていく必要がある。

(3) 介護保険制度の充実のために、区が研修や講演会を開催する必要がある。

３ 利用者について

介護給付の適正化のためには、被保険者が介護保険制度の仕組みを充分に

理解し、有効に利用することが重要である。そのためにも、わかりやすいパ

ンフレット等を配布するなど、様々な工夫をこらし、周知を図ることが重要

テーマ５ 適切な介護保険制度の運営
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である。

４ その他

(1) 介護保険制度では対応できないサービスについても、検討する必要がある。

(2) 緊急時にも対応できる、地域での相互扶助による住民参加型の仕組みを検

討する必要がある。
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介護業界における人材の不足は深刻な社会問題となっている。介護職の有効求

人倍率は一般企業等に比べて、高くなっているだけでなく、離職率も高く「いく

ら職員を補充しても間に合わない」という状況である。

厚生労働省による「介護労働者の確保・定着等に関する研究会」の中間報告(平

成 20 年７月)には、離職理由として「待遇（賃金、労働時間）に不満があったた

め」が上位に挙げられている。具体的には、労働時間等を含む労働環境への不満

や、勤続年数による相違はあるが、常勤の介護労働者では男女ともにおおむね賃

金水準が低いことが挙げられている。介護人材を取り巻く状況は、人材確保への

取り組みに一層の厳しさをもたらしている。

また、若者の介護職離れも深刻である。福祉関係の職種を養成する専門学校や

大学では定員割れが起きているところが多い。また、卒業しても介護分野に就職

する率は低下する傾向にある。介護の未来を担う若者をどう確保するか、早急な

対応が求められている。

高齢者人口の増加に伴い、増大する介護需要に対応できる優れた人材の確保は、

喫緊の課題である。国・東京都による強力な施策展開とともに、区においても、

人材の確保への支援の充実を図るべきである。

１ 労働環境改善の支援について

(1) 介護サービスは、他の業種と異なり、介護報酬や利用者定員が定められる

など、介護保険法等に規制される要素が多く、国や東京都が解決を図るべき

問題とされやすい。しかし、区としても福利厚生の充実など労働環境の改善

に取り組み、人材確保を支援する必要がある。

(2) 介護職員の負担軽減を図るための人員の確保や省力のための機器の導入に

対して、支援する必要がある。

２ 円滑な人材採用への支援について

(1) 介護の仕事の社会的意義や、やりがいを区民に周知し、介護職の魅力につ

いての理解を深めることが必要である。

(2) 職員の募集について、就職フェアの開催や区報の活用など、具体的な支援

を行う必要がある。

テーマ６ 介護人材の確保・育成
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３ 人材育成への取り組みについて

(1) 職員の定着のために、従事職員に対する体系的な研修・教育が行なわれる

よう支援する必要がある。

(2) 区が介護サービス事業者やその従事職員むけに、講演会等を実施するなど、

人材育成に積極的に取り組む必要がある。
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第３期練馬区介護保険運営協議会 開催状況

開催年月日 回 主 な 審 議 内 容

平成 18 年 10 月 23 日

第 1 回

１ 委員委嘱
２ 会長選出
３ 第４期介護保険運営協議会の運営について
４ 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画(平成 18～19 年度)

の概要について

１ 委員の紹介
２ 報告事項について

①平成 17 年度練馬区石神井地区地域介護福祉空間整備計画
の評価について

平成 19 年１月 15 日

第 2 回 ②公的介護施設等の整備に関する計画について
③平成 18 年度地域密着型サービス事業者公募の選定状況に
ついて
④平成 19 年度地域密着型サービス事業者の公募について

１ 諮問事項について
平成17年度練馬区石神井地区地域介護福祉空間整備計画の

評価について

平成 19 年３月 27 日

第 3 回
２ 報告事項

要支援認定者サービス利用者調査の結果について
１ 委員の交代について
２ 第４期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画について
３ 報告事項について

①認知症の予防とケアについて

平成 19 年９月 10 日

第 4 回
②地域密着型サービスについて
③株式会社 コムスン
④介護老人保健施設「すずしろの郷」について

平成 19 年 11 月 16 日

第 5 回

１ 委員の交代について
２ 諮問について

第４期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画について
３ 第４期介護保険事業計画策定について

①第３期介護保険事業計画の実績について
②第４期介護保険事業計画の方向性および検討課題について
③高齢者基礎調査について

平成 20 年１月 11 日

第 6 回

１ 委員の交代について
２ 第４期介護保険事業計画に関することについて（諮問事項）

○介護予防事業について
３ 税制改正に伴う介護保険料の激変緩和措置について
４ 報告事項

○小規模多機能型居宅介護に係る高い報酬の設定について
平成 20年２月１日

第 7 回

１ 東京都地域ケア体制整構想について
２ 高齢者基礎調査について
３ 第４期介護保険事業計画に関することについて（諮問事項）

①介護予防事業について
②施設整備について

[３]資料
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１ 委員の交代について
２ 高齢者基礎調査結果の概要について

○介護サービス事業者調査について
３ 第４期介護保険事業計画に関することについて（諮問事項）

①人材確保について
②適切な介護保険制度の運営について

平成 20 年３月 24 日

第 8 回

４ 平成 18 年度練馬地区公的介護施設等整備計画について

平成 20 年５月 12 日

第 9 回

１ 第４期介護保険事業計画に関することについて（諮問事項）
①適切な介護保険制度の運営について
②人材確保について
③認知症高齢者ケアシステムについて

２ 報告事項
○平成 20 年度「地域支援事業に要する費用の額について」

平成 20 年６月 30 日

第 10 回

１ 介護サービス事業所数一覧について
２ 第４期介護保険事業計画に関することについて（諮問事項）

○検討課題に対する委員の意見・課題等およびまとめにつ
いて
ア. 認知症高齢者ケアシステムについて
イ. 介護予防重視型システム（介護予防事業）について
ウ. 適切な介護保険制度の運営について
エ. 施設整備について

３ 介護人材の定着・確保に向けた介護報酬のあり方等に関す
る緊急提言について

１ 在宅療養支援診療所・有床診療所について
２ 第４期介護保険事業計画に関することについて（諮問事項）

①検討課題に対する委員の意見・課題等およびまとめについ
て

○人材確保について
②第４期介護保険事業計画における地域包括支援センタ
ーの方向性について

平成 20 年７月 28 日

第 11 回

③第４期介護保険事業計画における地域密着型サービス拠
点の整備の方向性について

平成 20年８月 27日 第 12 回
１ 練馬区第４期介護保険事業計画策定に向けた中間答申（案）
２ 介護保険について
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選出区分 氏 名 所 属 等

岩月 裕美子 公募委員（高野台在住）

小川 淳子 公募委員（豊玉北在住）

護守 庸子 公募委員（豊玉北在住）

堀田 和彦 公募委員（石神井町在住）

目崎 勢津子 公募委員（大泉学園町在住）

保 険 者

6 人以内）

山口 裕子 公募委員（向山在住）

療保険者
1 人以内）

小池 敏夫 日本情報機器健康保険組合 常務理事

療 従 事
1 人以内）

辻 正純 辻内科循環器科歯科クリニック 院長

上野 定雄 練馬区社会福祉協議会 会長 平成 20 年２月６日まで

大村 宣雄 練馬区社会福祉協議会 副会長 平成 20 年２月７日から

大野 文子 民生児童委員協議会富士見台・南田中地区会長 平成 19 年 11 月 30日まで

中川 正喜 民生児童委員協議会富士見台・南田中地区会長 平成 19 年 12 月１日から

増田 時枝 練馬区老人クラブ連合会 会長

祉関係団
の職員ま
は従事者
4 人以内）

吉川 雄一郎
練馬ｷﾝｸﾞｽ・ｶﾞｰﾃﾞﾝ在宅介護支援ｾﾝﾀｰ 相談員主

任

滝口 秀範 練馬区立関町特別養護老人ホーム 施設長 平成 19年５月 31日まで

海老根 典子
練馬区立富士見台特別養護老人ホーム 施設

長
平成 19 年６月１日から

尾方 恵美 ケアセンターかたかご 介護支援専門員

瀬戸口 信也 ジャパンケアサービス 取締役 平成 19 年１月１日から

永野 攝子 ＮＰＯアクト・練馬むすび 理事長

中村 哲郎 介護老人保健施設 ミレニアム桜台 理事長

護サービ
事業者の
員
6 人以内）

福井 倫子 介護老人保健施設 練馬ゆめの木 副施設長

足立 紀子 淑徳大学看護学部地域看護学教授
識 経 験
2人以内）

冷水 豊 上智大学総合人間科学部社会福祉学科教授

第３期練馬区介護保険運営協議会委員名簿 平成 20 年８月１日現在
（敬称略）
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